
証券コード 4396

招 集 ご 通 知
第 44 回 定時株主総会

決議事項

第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 監査等委員でない取締役４名選任の件
第４号議案 監査等委員である取締役２名選任の件

開催日時

2023年９月27日（水曜日）午前10時
受付開始 午前９時30分

開催場所

石川県金沢市尾山町10番５号

石川県文教会館１階ホール

画像提供：金沢市
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表紙



　株主の皆様におかれましては、日頃より格別なご高配を賜り、厚く
御礼申しあげます。
　さて、当社グループは2022年８月に公表いたしました３ヶ年の中期
経営計画について、内外の変化を反映させた中期経営計画ローリング
プラン（2024年６月期～2026年６月期）を2023年８月に公表いたし
ました。本ローリングプランでは、社是および経営理念に基づいた経
営の継続とともに、中期テーマに「成長と更なるイノベーションの創
出」を掲げ、「顧客・社会のDX推進の基盤となるサービスの拡充」「多
様な人材の成長と活躍」「ESG経営の強化」を重点分野として、引き続
き積極的な事業展開を図ってまいります。
　また当社グループは、2022年６月30日時点において、プライム市場
の上場維持基準のうち「流通株式時価総額」の基準を充たしていない
状態にあったため、中期経営計画に基づく諸施策の推進及び業績拡大
と利益率の改善を図ることにより企業価値の向上に取り組んでまいり
ました。この取り組みにより、流通株式時価総額の構成要素である株
価が上昇した結果、2023年６月30日時点で上場維持基準の全ての項目
に適合いたしました。
　当社グループは今後もプライム市場の上場企業として、業績目標の
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システムサポートはこれからも、お客様に誠実に接しお客様の信頼を得ながら、
そして、常識に捉われずに物事を多面的にとらえ新たな価値を生み出していきます。

達成はもとより、高い水準のガバナンスやサステナビリティへの取り
組み等に励み、企業価値を一層高めてまいる所存です。今後ともより
一層のご支援を賜りますよう、お願い申しあげます。

○2023年６月期概況および2024年６月期見通し
　2023年６月期は、おかげさまをもちまして全事業セグメントが好調
に推移し、売上高は期初見通しを上回る19,267百万円（前期比18.9％
増）となりました。また各利益につきましては、営業利益は1,456百万
円（同21.7％増）、経常利益は1,465百万円（同23.1％増）、親会社株
主に帰属する当期純利益は1,009百万円（同28.5％増）となり、売上
高・利益ともにそれぞれ過去最高となりました。
　今後につきましては、ロシアによるウクライナ侵攻及び原油をはじ
めとした物価の高騰、円安の急激な進行等による影響などにより経済
環境は不透明な状況にありますが、企業における競争力と成長力の強
化に向けたデジタル革命や業務効率化などへの取り組みは継続されて
おり、中長期的にはIT投資は拡大するものと考えております。当社グ
ループはその中でも特に企業におけるDX推進のためのクラウド関連
サービスやデータ分析基盤等を注力領域としてビジネス基盤の強化を
継続的に行ってまいります。

代表取締役社長
2023年９月
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主要サービス概要

*１ �売上高は外部顧客への売上高です。
*２ �セグメント利益は、連結計算書類の営業利益と調整を行う前の数値です。

クラウドサービスの移行・利用に係る技術支援や
ライセンス等の再販

当社グループによるプライベートクラウド等の
データセンターサービス、データ分析・入力、
ニアショアによるシステム運用保守

ERPパッケージの導入・利用に係る技術支援、
インフラ構築、ITシステムのコンサルティング・
設計・開発・運用保守

当社グループによるプロダクト（ソフトウエア）
の開発および販売、カスタマイズ

海外でのシステムインテグレーションや給与・
会計業務のアウトソーシング、人材紹介サービス、
メディア運営

Microsoft Azure

Google Cloud

ServiceNow

AWS

モバイル受発注
システム（MOS）

クラウド型シフト管理システム
（SHIFTEE®）

建築業向け工事情報管理システム
（建て役者®）

SAP ERP
SAP S/4 HANAOracle Database

クラウドインテグレーション事業

アウトソーシング事業

システムインテグレーション事業

プロダクト事業

勤怠・作業管理システム
（就業役者®）

海外事業

11,315

1,772

693 166
海外事業

システム
インテグレーション
事業

プロダクト事業

アウト
ソーシング
事業

5,319

クラウド
インテグレーション
事業

セグメント別
売上高（連結）*１
（2023年６月期）
単位：百万円

812

209

196 61
海外事業

クラウド
インテグレーション
事業

プロダクト事業

アウト
ソーシング
事業

217

システム
インテグレーション
事業

セグメント
利益（連結）*２
（2023年６月期）
単位：百万円
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招集ご通知

石川県金沢市本町１丁目５番２号
リファーレ９階
株式会社システムサポート
代表取締役社長 小清水　良次

【当社ウェブサイト】
https://www.sts-inc.co.jp/ir/event/event_03.html

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

証券コード　4396
（発送日）2023年９月７日

（電子提供措置開始日）2023年９月５日
株　主　各　位

第44回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社の第44回定時株主総会を、下記により開催いたしますので、ご通知申しあげます。

本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につい
て電子提供措置をとっており、インターネット上の以下のウェブサイトに掲載しておりますので、い
ずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認下さいますようお願い申しあげます。

※上記東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「システムサポート」、
または「コード」に当社証券コード「4396」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR
情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確
認下さい。

なお、当日ご出席されない場合は、インターネット等又は書面（郵送）によって議決権を行使する
ことができますので、お手数ながら「株主総会参考書類」をご検討のうえ、後述の「議決権行使につ
いてのご案内」をご参照いただき、2023年９月26日（火曜日）午後６時までに議決権を行使下さい
ますようお願い申しあげます。

敬　具
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招集ご通知

１．日 時 2023年９月27日（水曜日）午前10時（受付開始：午前９時30分）
２．場 所 石川県金沢市尾山町10番５号

石川県文教会館　１階　ホール
（末尾の株主総会会場のご案内をご参照下さい。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第44期（2022年７月１日から2023年６月30日まで）事業報告、連結計算書類並び

に会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
２. 第44期（2022年７月１日から2023年６月30日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 監査等委員でない取締役４名選任の件
第４号議案 監査等委員である取締役２名選任の件

４．招集に当たっての決定事項
(1）書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示が
ない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。

(2）インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議決権行使を有効なも
のとしてお取り扱いいたします。

(3）インターネットと書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合は、到着日時を問わず、イ
ンターネットによる議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。

(4）代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を代理人として株主総
会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要となりますのでご了承下
さい。

記

以　上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さいますようお願い申しあげます。
◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェブサイトおよび東証ウェブサイト
にその旨、修正前の事項および修正後の事項を掲載させていただきます。

◎会社法改正により、電子提供措置事項について上記のいずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認いた
だくことを原則とし、基準日までに書面交付請求をいただいた株主様に限り、書面でお送りすることとなりま
したが、本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した書面
をお送りいたします。
なお、電子提供措置事項のうち、次に掲げる事項については、法令および定款第15条の規定に基づき、本招
集ご通知の当該書面には記載しておりません。
・事業報告の「新株予約権等の状況」、「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概
要」

・連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」、「連結注記表」
・計算書類の「株主資本等変動計算書」、「個別注記表」

従いまして、本招集ご通知の当該書面に記載している事業報告、連結計算書類および計算書類は、会計監査人
または監査等委員会が会計監査報告または監査報告を作成するに際して監査した事業報告、連結計算書類およ
び計算書類の一部であります。

◎本総会につきましては、後日、当社ウェブサイトにて動画配信させていただきます。
◎本総会の運営スタッフは、マスク着用で対応させていただきますのでご理解いただけますようお願い申しあげ
ます。

◎本総会につきましては、ご出席の株主様へのお土産の配布はございません。
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議決権行使のご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使して下さいますようお願い申しあげ
ます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

インターネット等で議決権を
行使される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提
出下さい。

次ページの案内に従って、議案に対
する賛否をご入力下さい。

議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示のうえ、ご返送下さい。

日　時 行使期限 行使期限

2023年９月27日（水曜日）
午前10時（受付開始：午前９時30分）

2023年９月26日（火曜日）
午後６時入力完了分まで

2023年９月26日（火曜日）
午後６時到着分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入下さい。
第１・２号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印
第３・４号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
◦ 一部の候補者を反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入下さい。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見本

※議決権行使書はイメージです。

インターネット等及び書面（郵送）の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等による議決権行使を有効な議決権行使としてお取り
扱いいたします。また、インターネット等により複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱
いいたします。
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議決権行使のご案内

インターネット等による議決権行使のご案内
QRコードを読み取る方法

「スマート行使」
議決権行使コード・パスワードを

入力する方法
議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行使
ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

　

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力下さい。2

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取って下さい。1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見本
見本

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力下さい。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスして下さい。1

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力下さい。

3

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力下さい。

2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定して下さい

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネット等による議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせ下さい。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　９：00～21：00）
機関投資家の皆様は、株式会社ＩＣＪの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。
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剰余金処分議案

第1号議案 剰余金処分の件

１. 配当財産の種類 金銭といたします。

２. 配当財産の割当に関する事項
及びその総額

⑴ 当社普通株式１株につき 金17円
⑵ 配当総額 金176,034,558円 　

３. 剰余金の配当が効力を生じる日 2023年９月28日

株主総会参考書類

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題の一つとして位置づけております。経営
体質の強化と今後の事業展開に備えるために必要な内部留保を確保しつつ、安定した配当を継続する
ことに加え、業績、利益水準に応じて配当水準の向上を図ることを基本方針としております。

このような方針のもと当事業年度の期末配当につきましては、当期の業績及び今後の事業展開等を
勘案いたしまして、１株につき17円とさせていただきたいと存じます。これにより、年間の配当金
は中間配当金15円と合わせて、１株につき32円となります。

－ 8 －
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定款一部変更議案

第２号議案 定款一部変更の件

現 行 定 款 変 更 案

（目的）
第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的とする。

１．～７．　　　　（条文省略）
８．　各種資格取得等を目的とする教育事業
９．～16．　　　  （条文省略）

第２条 　　　　　 （現行どおり）
１．～７．　　　  （現行どおり）
８．　ＩＴビジネス人材育成等を目的とする教育事業
９．～16．　　　  （現行どおり）

１．提案の理由
　当社事業の現状に即し、事業内容の明確化を図るため、現行定款第２条（目的）につきまして
事業目的を一部変更するものであります。

２．変更の内容
　変更の内容は、次のとおりであります。

（下線は変更部分を示しております。）

－ 9 －
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監査等委員でない取締役の選任議案

第3号議案 監査等委員でない取締役４名選任の件

候補者番号 氏　名 現在の地位 属　性

1 こ

小
し

清
み ず

水
 

　
りょう

良
 

　
じ

次 代表取締役社長 再 任
　

2 す ず

鈴
 

　
き

木
 

　
け ん

憲
 

　
じ

二 専務取締役 再 任
　

3 の

能
 

　
と

登
 

　
 

　
 

　
みつる

満 専務取締役 再 任
　

4 も り

森
 

　
た

田
 

　
な お

直
 

　
ゆ き

幸 取締役 再 任
　

監査等委員でない取締役全員（４名）は、本総会の終結の時をもって任期満了となります。
つきましては、監査等委員でない取締役４名の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案に関しまして、当社の監査等委員会は、各候補者の業務執行状況、見識、能力等につ

いて意見形成を行った結果、全ての候補者について適任であると判断しております。
監査等委員でない取締役候補者は次のとおりです。

－ 10 －
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監査等委員でない取締役の選任議案

候補者
番　号 1 こ

小
し

清
み ず

水
 

　
り ょ う

良
 

　
じ

次 （1956年５月15日生）
所有する当社の株式の数 278,000株
取締役会出席状況 19／19回　

再 任
　

    1979年    4月 ロイヤルホールディングス㈱入社
    1980年    10月 当社入社
    1990年    9月 当社専務取締役
    1994年    9月 当社代表取締役社長（現任）

（担当）内部監査室、経営企画部、指名・報酬諮問委員
（重要な兼職の状況）

一般社団法人石川県情報システム工業会　会長
北陸放送㈱　社外取締役
㈱イーネットソリューションズ　代表取締役会長
㈱ＳＴＳメディック　代表取締役会長
㈱アクロスソリューションズ　代表取締役会長
STS Innovation, Inc.　Director
STS Innovation Canada Inc.　Director

▶略歴 (地位及び担当並びに重要な兼職の状況を含む)

　
▶取締役候補者とした理由

小清水良次氏は、代表取締役社長として長年にわたり経営を指揮しており、強いリーダーシップのもとで当社グループの
継続的な成長を牽引しております。経営者としての豊富な経験と実績を活かし、経営全般の管理・監督機能を担っていた
だくとともに、持続的な成長を着実に実現することができるものと判断し、引き続き同氏を取締役候補者とするものであ
ります。

候補者
番　号 2 す ず

鈴
 

　
き

木
 

　
け ん

憲
 

　
じ

二 （1948年５月２日生）
所有する当社の株式の数 110,000株
取締役会出席状況 19／19回　

再 任
　

    1970年    1月 ㈱リクルートホールディングス入社
    1996年    10月 ㈱ノス入社
    2005年    1月 ㈱インエックス入社
    2006年    5月 当社入社
    2009年    9月 当社取締役
    2012年    9月 当社常務取締役
    2016年    7月 当社専務取締役（現任）

（担当）東京支社、名古屋支社、フューチャーイノベーション事業本部
ＡＭＯ推進部、ＤＸ推進部、Ａｃａｄｅｍｙ Ｑｕｅｓｔ部

（重要な兼職の状況）
㈱Ｔ４Ｃ　取締役会長

▶略歴 (地位及び担当並びに重要な兼職の状況を含む)

　

▶取締役候補者とした理由
鈴木憲二氏は、長年にわたり当業界に精通しており、豊富な経験と幅広い見識を有しております。当社入社以降、事業部
門及び人事分野を中心に、成長戦略の実現と企業価値の向上に貢献してまいりました。豊富な経験と強いリーダーシップ
によって、当社グループ全体の事業活動を推進するとともに、経営の監督を適切に行うことができるものと判断し、引き
続き同氏を取締役候補者とするものであります。

－ 11 －
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監査等委員でない取締役の選任議案

候補者
番　号 3 の

能
 

　
と

登
 

　
 

　
 

　
み つ る

満 （1959年12月７日生）
所有する当社の株式の数 170,000株
取締役会出席状況 19／19回　

再 任
　

    1978年    4月 北陸コンピュータサービス㈱入社
    1982年    12月 当社入社
    1995年    9月 当社取締役
    2004年    9月 当社常務取締役
    2012年    9月 当社専務取締役（現任）

（担当）金沢支社、大阪支社、プロダクト事業本部
（重要な兼職の状況）

㈱アクロスソリューションズ　取締役
STS Innovation, Inc.　Director・CFO
STS Innovation Canada Inc.　Director・CFO

▶略歴 (地位及び担当並びに重要な兼職の状況を含む)

　

▶取締役候補者とした理由
能登満氏は、開発職を経験した後、当社取締役として長年にわたり企業経営に従事し豊富な経験と知見を有しておりま
す。国内及び海外の事業展開の基盤整備及び成長・拡大を牽引するとともに、新規商材及びプロダクトの事業化など、当
社グループの新たな企業価値の創造に貢献してまいりました。高い実行力により成長戦略を加速させるとともに、持続的
な成長を実現できるものと判断し、引き続き同氏を取締役候補者とするものであります。

候補者
番　号 4 も り

森
 

　
た

田
 

　
な お

直
 

　
ゆ き

幸 （1961年３月25日生）
所有する当社の株式の数 70,000株
取締役会出席状況 19／19回　

再 任
　

    1981年    4月 ㈱金城楼入社
    1987年    2月 当社入社
    2009年    9月 当社取締役（現任）

（担当）管理本部
（重要な兼職の状況）

なし

▶略歴 (地位及び担当並びに重要な兼職の状況を含む)

　

▶取締役候補者とした理由
森田直幸氏は、開発職を経験した後、長年にわたり管理部門を統括し幅広い知識と経験を有しております。当社グループ
のコンプライアンス及びガバナンス体制の整備・強化の推進に加え、財務基盤の強化やリスク管理の徹底に寄与してまい
りました。経営の透明性と健全性の維持向上とともに、コーポレート・ガバナンスの更なる向上を実現できるものと判断
し、引き続き同氏を取締役候補者とするものであります。

（注）１. 各候補者の所有する当社の株式の数は、当期末(2023年６月30日)現在の株式数を記載しております。
２. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
３. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、被保険者である取締役全員の損害を

当該保険契約によって填補することとしております。各候補者が選任され就任した場合は、引き続き、当該保険契約の被保険者となります。ま
た、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

－ 12 －
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監査等委員である取締役選任議案

第4号議案 監査等委員である取締役２名選任の件

候補者番号 氏　名 現在の地位 属　性

1 さ か

坂
 

　
も と

本
 

　
ゆ う

裕
 

　
こ

子 社外取締役監査等委員 再 任 社外 独立
　

2 は や

早
 

　
か わ

川
 

　
よ し

喜
 

　
こ

子 新 任 社 外 独 立
　

新 任 新任取締役候補者 再 任 再任取締役候補者 社 外 社外取締役候補者 独 立 独立役員候補者

監査等委員である取締役坂本裕子氏は本総会の終結の時をもって任期満了となります。つきまして
は、監査体制の強化・充実を図るため１名を増員し、監査等委員である取締役２名の選任をお願いい
たしたいと存じます。

なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役候補者は、次のとおりです。

－ 13 －
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監査等委員である取締役選任議案

候補者
番　号 1 さ か

坂
 

　
も と

本
 

　
ゆ う

裕
 

　
こ

子 （1970年７月４日生）
所有する当社の株式の数 －株
取締役会出席状況 19／19回
監査等委員会出席状況 15／15回　

再 任 社 外 独 立
　

1996年12月 株式会社越屋入社
2006年 3月 株式会社ケイビーシー入社
2007年 6月 社会保険労務士登録
2008年 4月 特定社会保険労務士登録
2015年 1月 坂本社会保険労務士事務所　開業（現任）
2017年10月 キャリアコンサルタント登録
2021年 9月 当社社外取締役監査等委員（現任）

（担当）指名・報酬諮問委員
（重要な兼職の状況）

坂本社会保険労務士事務所　所長
独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構　70歳雇用推進プランナー

▶略歴 (地位及び担当並びに重要な兼職の状況を含む)

　
▶監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要

坂本裕子氏は、特定社会保険労務士としての長年の経験及び知見に基づく専門的な観点から、当社グループの経営に対して
の発言を適宜行ってこられました。過去に会社経営に関与した経験はありませんが、こうした実績を踏まえ、引き続き同氏
の専門性の高い見識を当社の経営に活かしていただくため、監査等委員である社外取締役候補者とするものであります。

候補者
番　号 2 は や

早
 

　
か わ

川
 

　
よ し

喜
 

　
こ

子 （1976年10月８日生）
所有する当社の株式の数 －株
取締役会出席状況 －／－回
監査等委員会出席状況 －／－回　

新 任 社 外 独 立
　

2000年  4月 東邦ガス情報システム株式会社入社
2008年12月 有限責任監査法人トーマツ入所
2023年 6月 早川喜子公認会計士事務所　開業（現任）

（重要な兼職の状況）
早川喜子公認会計士事務所　所長
日本公認会計士協会　北陸会　監事
日本公認会計士協会　女性会計士活躍推進協議会　委員
石川県行政経営プログラム推進委員会　委員

▶略歴 (地位及び担当並びに重要な兼職の状況を含む)

　

▶監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
早川喜子氏は、公認会計士として企業会計に精通しており、財務及び会計に関する専門的な知識と実務経験を活かした客観
的な視点から当社グループの経営に対して適切な指導・助言をいただけるものと期待しております。また、同氏が選任され
た場合は、指名・報酬諮問委員として当社の取締役候補者の選定や役員報酬等の決定に対し、客観的・中立的な立場で関与
いただく予定です。
なお、同氏は、過去に会社経営に関与した経験はありませんが、上記の理由により、その職務を適切に遂行できるものと判
断し、監査等委員である社外取締役候補者とするものであります。

－ 14 －
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監査等委員である取締役選任議案

（注）１．候補者早川喜子氏の戸籍上の氏名は、根布喜子であります。
２．各候補者の所有する当社株式の数は、当期末（2023年6月30日）現在の株式数を記載しておりま

す。
３．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
４．坂本裕子氏及び早川喜子氏は、社外取締役候補者であります。
５．坂本裕子氏は、現在、当社の監査等委員である社外取締役でありますが、その在任期間は本総会の終

結の時をもって２年となります。
６．当社は、坂本裕子氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償

責任を限定する契約を締結しております。同氏の再任が承認された場合は、同氏との間で当該契約を
継続する予定であります。また、早川喜子氏の選任が承認された場合は、同様の責任限定契約を締結
する予定であります。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に規
定する最低責任限度額であります。

７．当社は、坂本裕子氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出てお
ります。坂本裕子氏の再任が承認された場合には、引き続き同氏を独立役員とする予定であります。
また、早川喜子氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏の選任が承
認された場合は独立役員として届け出る予定です。

８．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結して
おり、監査等委員である取締役を含む被保険者の損害を当該保険契約によって填補することとしてお
ります。各候補者が選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険
契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

以　上

－ 15 －
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スキル･マトリックス

参考 取締役会のスキル・マトリックス

氏名 当社における
地位 独立性 企業経営 ガバナンス・

リスク管理
法務・

コンプライアンス
財務会計・
ファイナンス

人事労務・
人材開発 業界知見

小清水　良次 代表取締役社長 〇 〇 〇 〇

鈴木　憲二 専務取締役 〇 〇 〇 〇

能登　満 専務取締役 〇 〇 〇 〇

森田　直幸 取締役 〇 〇 〇 〇 〇

高井　健司 取締役
（常勤監査等委員） 〇 〇 〇

廣﨑　邦夫 社外取締役
（監査等委員） 〇 〇 〇 〇 〇

麻生　小夜 社外取締役
（監査等委員） 〇 〇 〇 〇

坂本　裕子 社外取締役
（監査等委員） 〇 〇 〇

早川　喜子 社外取締役
（監査等委員） 〇 〇 〇

本定時株主総会において、第３号議案、第４号議案が原案どおり承認可決された場合の取締役会の
構成及び専門性は、以下のとおりです。

※上記一覧表は、各取締役の有するすべての知見や経験を表すものではありません。
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独立性判断基準

参考 独立性に関する判断基準

当社は、当社の社外取締役及び社外取締役候補者が、次のいずれの事項にも該当しない場合、当該
社外取締役及び社外取締役候補者が当社からの独立性を有しているものと判断しております。

① 当社グループに所属する者又は所属した者
② 当社グループの取引先であって、その取引額が当社グループ又はその取引先の連結売上高の
２％を超える額である場合の当該取引先の業務執行者もしくは最近※（以下同じ）まで所属し
た者

③ 当社グループの資金調達において必要不可欠であり、代替性がない程度に依存している金融機
関に所属している者又は最近まで所属した者

④ 当社グループから役員報酬以外に年間1,000万円を超える金銭その他の財産上の利益を得てい
るコンサルタント、弁護士、公認会計士、税理士等（当該財産を得ている者が、法人、組合等
の団体である場合は、当該団体に属する者をいう。）、又は最近まであった者

⑤ 当社の大株主（総議決権の10％以上の議決権を直接又は間接的に保有している者）又はその
業務執行者もしくは最近まで所属した者

⑥ 当社グループの会計監査人である監査法人に所属する者又は最近まで所属した者
⑦ 当社グループとの間で取締役等を相互に派遣している会社の業務執行者又は最近まで所属した
者

⑧ 当社グループの社外取締役として、最初に就任してから10年を超えて就任している者
⑨ 上記①～⑧に該当する業務執行者等の配偶者又は２親等内の親族
※ 最近とは、当社取締役就任時より遡って３年未満の期間とする。
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当事業年度の事業の状況

( 2022年７月１日から
2023年６月30日まで )
事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況
⑴ 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及びその成果
当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響は収束傾向にあり

ますが、ロシアによるウクライナ侵攻及び原油をはじめとした物価の高騰、円安の急激な進行
等の影響が懸念され、先行き不透明な状況が続いております。一方で当社グループが属する情
報サービス業界におきましては、ＥＣ市場の拡大を背景としたネット通販に関連したシステム
基盤の構築や業務の効率化及び生産性向上等を目的とした投資需要は底堅く、またＡＩやＩｏ
Ｔ、クラウドサービスの利用領域の多様化等の流れは継続しております。

このような状況の中で、当社グループにおきましては、システムの維持運用の効率化に向け
たクラウドサービスやＩＴシステム基盤等のクラウドサービス利用支援分野において新規及び
既存顧客の受注に注力した結果、当連結会計年度における売上高は19,267百万円（前期比
18.9％増）と好調に推移いたしました。また、営業利益は1,456百万円（同21.7％増）、経常
利益は1,465百万円（同23.1％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は1,009百万円（同
28.5％増）となりました。

セグメントごとの経営業績は、次のとおりであります。なお、セグメントの売上高について
は、外部顧客への売上高を記載しております。

また、当連結会計期間より、報告セグメントとして記載する事業セグメントを変更しており
ます。そのため、当連結会計期間の比較・分析は、変更後の区分に基づいております。加え
て、「販売費及び一般管理費」については、従来は各報告セグメントに配賦しておりませんで
したが、今後の事業成長を加速させるための経営管理・意思決定に基づく戦略的経費としての
側面を重視し、中期経営計画の進捗をより適正に開示・報告することを目的として、各報告セ
グメントへ配賦する方法に変更しております。
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当事業年度の事業の状況

（クラウドインテグレーション事業）
システムの維持運用の効率化に向けたクラウドサービスやＩＴシステム基盤等のクラウドサ

ービス利用支援分野の受注が大幅に増加した結果、当連結会計年度における売上高は5,319百
万円（前期比56.9％増）、セグメント利益は812百万円（同46.6％増）となりました。
（システムインテグレーション事業）

ＥＲＰパッケージ利用支援分野が好調に推移した結果、当連結会計年度における売上高は
11,315百万円（前期比7.7％増）、セグメント利益は217百万円（同20.5％減）となりまし
た。
（アウトソーシング事業）

データセンター業務で月額利用料等のストック売上や顧客１社あたりの利用料が増加した結
果、当連結会計年度における売上高は1,772百万円（前期比14.9％増）、セグメント利益は
209百万円（同11.0％増）となりました。
（プロダクト事業）

建て役者（建築業向け工事情報管理システム）及びＳＨＩＦＴＥＥ（クラウド型シフト管理
システム）等の販売が好調に推移した結果、当連結会計年度における売上高は693百万円（前
期比3.4％増）、セグメント利益は196百万円（同8.2％増）となりました。
（海外事業）

北米で展開しているシステムインテグレーションやアウトソーシング、メディア運営事業等
については、当連結会計年度における売上高は166百万円（前期比68.3％増）、セグメント利
益は61百万円（同75.0％増）となりました。

② 設備投資の状況
当連結会計年度において実施した設備投資の総額は323百万円であり、その主な内訳は、ア

ウトソーシング事業における設備の増強174百万円、Microsoft Base Kanazawa開所におけ
る設備の取得52百万円、オフィスのレイアウト変更44百万円です。

なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。
③ 資金調達の状況

当連結会計年度中に、当社グループの所要資金として、金融機関より長期借入金として90
百万円の調達を行いました。
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当事業年度の事業の状況

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
当社の子会社である株式会社アクロスソリューションズ及び株式会社ブロックは、2022年

７月１日を効力発生日として、株式会社アクロスソリューションズを存続会社、株式会社ブロ
ックを消滅会社とする吸収合併を行いました。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
該当事項はありません。
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直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分 第 41 期
(2020年６月期)

第 42 期
(2021年６月期)

第 43 期
(2022年６月期)

第 44 期
(当連結会計年度)
(2023年６月期)

売 上 高 (千円) 13,376,016 14,431,360 16,198,337 19,267,178
営 業 利 益 (千円) 754,805 931,043 1,196,591 1,456,742
経 常 利 益 (千円) 712,385 954,976 1,190,561 1,465,583
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 (千円) 450,096 674,496 785,688 1,009,944
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円) 44.82 65.45 75.91 97.52
純 資 産 (千円) 2,407,872 2,993,052 3,421,500 4,124,644
総 資 産 (千円) 5,947,950 6,662,266 7,815,303 8,870,841
１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 239.45 289.13 330.33 398.32

13,376,016

第 41 期
(2020年６月期)

14,431,360

第 42 期
(2021年６月期)

16,198,337

第 43 期
(2022年６月期)

19,267,178

第 44 期
(2023年６月期)

（千円）売上高

754,805

第 41 期
(2020年６月期)

931,043

第 42 期
(2021年６月期)

1,196,591

第 43 期
(2022年６月期)

1,456,742

第 44 期
(2023年６月期)

（千円）営業利益

712,385

第 41 期
(2020年６月期)

954,976

第 42 期
(2021年６月期)

1,190,561

第 43 期
(2022年６月期)

1,465,583

第 44 期
(2023年６月期)

（千円）経常利益

5,947,950

2,407,872

第 41 期
(2020年６月期)

6,662,266

2,993,052

第 42 期
(2021年６月期)

7,815,303

3,421,500

第 43 期
(2022年６月期)

8,870,841

4,124,644

第 44 期
(2023年６月期)

（千円）総資産/純資産

44.82

第 41 期
(2020年６月期)

65.45

第 42 期
(2021年６月期)

75.91

第 43 期
(2022年６月期)

97.52

第 44 期
(2023年６月期)

（円）1株当たり当期純利益

239.45

第 41 期
(2020年６月期)

289.13

第 42 期
(2021年６月期)

330.33

第 43 期
(2022年６月期)

398.32

第 44 期
(2023年６月期)

（円）1株当たり純資産

⑵ 直前３事業年度の財産及び損益の状況

（注）１．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産
は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。

２．当社は、2020年６月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。第41期
の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産を算定して
おります。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第43期の期首から適
用しており、第43期以降の各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっておりま
す。
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重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所及び工場

会 社 名 所 在 地 資 本 金 当社の
議決権比率 主 要 な 事 業 内 容 当社の

出資比率

国
　
　
　
内

株式会社イーネットソリューションズ 石川県 50,000千円 100％ アウトソーシング事業 100％

株式会社Ｔ４Ｃ 東京都 90,039千円 100％ システムインテグレーション事業 100％

株式会社ＳＴＳメディック 東京都 10,000千円 100％ システムインテグレーション事業
プロダクト事業 100％

株式会社アクロスソリューションズ 石川県 10,000千円 100％ システムインテグレーション事業
プロダクト事業 100％

海
外

STS Innovation,Inc. 米国 1,400千米ドル 100％ 海外事業 100％

STS Innovation Canada Inc. カナダ 100千カナダドル 100％ 海外事業 100％

⑶ 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況

該当事項はありません。
② 重要な子会社の状況

（注）１．「主要な事業内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。
２．株式会社アクロスソリューションズ及び株式会社ブロックは、2022年７月１日を効力発生日とし

て、株式会社アクロスソリューションズを存続会社、株式会社ブロックを消滅会社とする吸収合併を
行いました。

⑷ 対処すべき課題
わが国経済は、ロシアによるウクライナ侵攻及び原油をはじめとした物価の高騰、円安の急激

な進行等の影響が懸念され、先行き不透明な状況が続いております。一方で当社グループが属す
る情報サービス業界におきましては、ＥＣ市場の拡大を背景としたネット通販に関連したシステ
ム基盤の構築や業務の効率化及び生産性向上等を目的とした投資需要は底堅く、またＡＩやＩｏ
Ｔ、クラウドサービスの利用領域の多様化等の流れは継続しております。

このような環境の中で、当社グループでは中期経営計画ローリングプラン（2024年６月期
~2026年６月期）を策定しました。当社グループでは「成長と更なるイノベーションの創出」
を中期テーマとして掲げ、以下の課題認識のもと諸施策を実行し、企業価値の向上を目指してま
いります。
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重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所及び工場

① 顧客・社会のDX推進の基盤となるサービスの拡充
・クラウドインテグレーション事業への注力

本事業の主力であるAWS、Microsoft Azure、Google CloudおよびServiceNowを中心
に、クラウド移行や移行後の最適化の利用支援を行うほか、海外のクラウドサービスについ
て、いち早く日本市場で事業化し新規顧客の獲得を図ります。当社グループでは、クラウド関
連の技術者育成に積極的に投資し、クラウドベンダーから技術資格の受賞や認定の実績を積む
ことで関係を強化、顧客紹介を受けることで継続的な受注確保を目指します。
・新規事業へのチャレンジ

当社グループの技術力を活かしたサービス展開を企画、検討し新規事業へのチャレンジを継
続的に行うことで、社会や顧客のDXを支援してまいります。
・品質・生産性向上の取り組み

当社グループが顧客から信頼を受け選ばれ続けるために、プロセスの標準化による高い品質
と生産性の確保が重要な課題であると認識しております。当社グループではサービスの品質・
生産性の向上のため、各プロジェクトに対し品質・期間・コスト・リスクコントロールの観点
からプロジェクトマネジメントの強化を実施し、不採算案件の減少と継続的な品質の向上を図
ってまいります。

② 多様な人材の成長と活躍
・人材の確保

当社グループのサービス提供を支える優秀な人材を確保することは重要な課題と認識してお
り、高度な技術力や顧客との折衝能力、プロジェクトマネジメント力などを備えた技術者の積
極的な採用を実施してまいります。技術者採用においては、資格保有者数などによるブランデ
ィングや働きやすい環境の整備などにより他社との差別化を図ることで、優秀な人材の確保に
努めてまいります。
・スペシャリストの育成

当社グループの継続的事業展開と発展を支える高度な専門技術を持った人材を継続的に育成
するため、技術向上に関連する投資を推し進め、競合他社との差別化及び新たな価値を創出し
てまいります。具体的には、戦略的に社員の資格取得を推進するほか、プロジェクト管理など
のマネジメント能力の強化につながる教育を継続的に行ってまいります。
・給与水準向上、働きやすい環境の整備

優秀な人材を確保するため、当社グループでは給与水準の向上を図るとともに、女性社員比
率、総労働時間、育休取得率等の改善を行い働きやすい環境の整備を行ってまいります。

③ ＥＳＧ経営の強化
ＤＸ推進の機運が高まる昨今、当社グループに求められているのは、ＩＴサービスによる課

題解決にとどまらず、ＩＴサービスによる変革やＤＸ人材の育成であると考えております。
当社グループでは、ＩＴサービス提供を通じた新たな価値の創出はもちろんのこと、事業の

成長の源泉である多様な人材の成長と活躍、また社内外でのDX人材の育成に積極的に取り組
んでまいります。同時に健全な企業経営や地球環境の保全等に努めることで、ステークホルダ
ーとの相互発展およびサステナブルな社会への貢献を目指します。
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重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所及び工場

⑸ 主要な事業内容（2023年６月30日現在）
当社グループは、「クラウドインテグレーション事業」、「システムインテグレーション事

業」、「アウトソーシング事業」、「プロダクト事業」、「海外事業」の5つのセグメントで事
業を展開しています。なお当連結会計期間より、報告セグメントとして記載する事業セグメント
を変更しております。

①クラウドインテグレーション事業
クラウドインテグレーション事業においては、海外の大手ＩＴ企業が提供する企業向けクラ

ウドサービスについて当該サービスのユーザー企業に対する技術支援やライセンス等の再販を
行っています。

クラウドサービスにより、ユーザー企業はＩＴシステムを自社資産として「所有」しなくて
も外部サービスとして「利用」できるというメリットがあります。初期投資リスクを抑えてＩ
Ｔシステムの調達や変更を簡単に行うことが可能となり、事業環境やビジネスの変化に柔軟に
対応できることから、各種クラウドサービスは近年急速に拡大しています。当社グループで
は、Microsoft AzureやAmazon Web Services（ＡＷＳ）、ServiceNow、Google Cloud
等の技術者を積極的に育成・採用してサービスを提供しています。
②システムインテグレーション事業

システムインテグレーション事業においては、ＩＴシステムのコンサルティング・設計・開
発・運用保守を中心に、ＳＡＰ ＥＲＰ等のＥＲＰパッケージ（注）の利用・導入に係る技術
支援やOracle Database等のインフラ構築などを行っております。

当該事業の特長は、主力であるソフトウエアの受託開発では業種・業務を問わず幅広く、か
つ開発の一連の工程にワンストップで対応可能であることに加え、顧客ニーズが高く専門性が
要求される分野を戦略的に強化している点です。当社は事業部制を採用しており、事業部それ
ぞれが得意分野を持ち伸展が見込める領域に経営資源を集中させています。これにより専門性
やノウハウが要求される案件に組織的に対応できる体制を整え、サービスの質の向上を図って
います。
③アウトソーシング事業

アウトソーシング事業においては、プライベートクラウド等のデータセンターサービスやニ
アショアによるシステム運用保守、データ分析・入力サービス等を提供しております。当該事
業の主力であるデータセンターサービスでは、金沢と東京に自社グループのデータセンターを
設置し、ＡＩ関連等独自のサービスをフックツールに顧客数および顧客あたり利用料の積み上
げを図っています。
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名 称 内 容 提 供 会 社
建て役者® 建築業向け工事情報管理システム 株式会社システムサポート
ＭＯＳ モバイル受発注システム 株式会社アクロスソリューションズ
T-File® 医用画像ファイリングシステム 株式会社ＳＴＳメディック
SHIFTEE® クラウド型シフト管理システム 株式会社システムサポート
就業役者® 勤怠・作業管理システム 株式会社システムサポート

④プロダクト事業
プロダクト事業においては、当社グループによる製品（ソフトウエア）の開発及び販売、ユ

ーザー企業の用途に応じたカスタマイズを行っております。

製・商品及びサービスの特長
当社グループの主要製品は以下のとおりです。

⑤海外事業
海外事業においては、アメリカおよびカナダにて、システムインテグレーションや給与・会計

業務のアウトソーシング、人材紹介サービス等を展開しております。

（注）ＥＲＰ（Enterprise Resource Planning）パッケージは、販売・在庫購買管理、人事管
理、会計管理など企業の基幹業務を一元管理し、経営の効率化を実現するためのソフトで
す。

本 社 石川県金沢市
東 京 オ フ ィ ス 東京都新宿区
名 古 屋 オ フ ィ ス 愛知県名古屋市
大 阪 オ フ ィ ス 大阪府大阪市
金 沢 I C T オ フ ィ ス 石川県金沢市
ア ウ ト ソ ー シ ン グ セ ン タ ー 石川県金沢市

株式会社イーネットソリューションズ 本社（石川県金沢市）
株 式 会 社 Ｔ ４ Ｃ 本社（東京都品川区）
株 式 会 社 Ｓ Ｔ Ｓ メ デ ィ ッ ク 本社（東京都新宿区）
株式会社アクロスソリューションズ 本社（石川県金沢市）
S T S  I n n o v a t i o n ,  I n c . 本社（アメリカ合衆国カリフォルニア州）
STS Innovation Canada Inc. 本社（カナダ国ブリティッシュコロンビア州）

⑹ 主要な営業所及び工場（2023年６月30日現在）
① 当社

② 子会社
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使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減
クラウドインテグレーション事業

1,289名 109名増
システムインテグレーション事業
ア ウ ト ソ ー シ ン グ 事 業
プ ロ ダ ク ト 事 業
海 外 事 業

報 告 セ グ メ ン ト 計 1,289 109名増
全 社 （ 共 通 ） 59 6名増

合計 1,348 115名増

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数
1,137名 109名増 35.1歳 7.0年

⑺ 使用人の状況（2023年６月30日現在）
① 企業集団の使用人の状況

（注）１. 使用人数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループ
への出向者を含む。）であり、臨時従業員数につきましては、使用人数の100分の10未満であるため
記載を省略しております。

２. 企業集団の使用人は、同一の使用人が複数のセグメントに就業しているため、セグメント別に記載し
ておりません。

３. 当連結会計年度より報告セグメント区分を変更したため、前連結会計年度末比増減については、前連
結会計年度の数値を変更後の報告セグメント区分に組み替えて比較しています。

４. 「全社（共通）」として記載している使用人数は、特定の事業に区分できない管理部門に所属してい
るものであります。

② 当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時
従業員数につきましては、使用人数の100分の10未満であるため記載を省略しております。

借 入 先 借 入 額
株 式 会 社 北 國 銀 行 251,380千円
株 式 会 社 北 陸 銀 行 210,000
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 115,000
株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 100,000
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 100,000

⑻ 主要な借入先の状況（2023年６月30日現在）

⑼ その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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株式の状況

① 発行可能株式総数 20,000,000株
② 発行済株式の総数 10,380,000株
③ 株主数 3,392名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
一 般 社 団 法 人 小 清 水 基 金 1,400,000株 13.52％
日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（ 信 託 口 ） 1,274,800 12.31
株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行
（ 信 託 口 ） 754,600 7.29

シ ス テ ム サ ポ ー ト 従 業 員 持 株 会 662,340 6.40
上 岸 　 弘 和 390,000 3.77
小 清 水 　 良 次 278,000 2.68
BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC 
ISG（FE－AC） 216,010 2.09

小 清 水 　 明 子 202,000 1.95
野 村 信 託 銀 行 株 式 会 社
（ 投 信 口 ） 171,400 1.66

能 登 　 満 170,000 1.64

２. 会社の現況
⑴ 株式の状況（2023年６月30日現在）

④ 大株主

（注）１. 持株比率は自己株式（25,026株）を控除して計算しております。
２. 小数第３位を四捨五入しております。

⑤ その他株式に関する重要な事項
該当事項はありません。
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会社役員の状況、会計監査人の状況

会社における地位 氏 名 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 小 清 水 　 良 　 次
内部監査室
経営企画部
指名・報酬諮問委員

一般社団法人石川県情報システム工業会　会長
北陸放送㈱　社外取締役
㈱イーネットソリューションズ　代表取締役会長
㈱ＳＴＳメディック　代表取締役会長
㈱アクロスソリューションズ　代表取締役会長
STS Innovation,Inc.　Director
STS Innovation Canada Inc.　Director

専 務 取 締 役 鈴 木 憲 二

東京支社
名古屋支社
ﾌｭｰﾁｬｰｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ事業本部
A M O 推 進 部
DX推進部

㈱Ｔ４Ｃ　取締役会長

専 務 取 締 役 能 登 　 満
大阪支社
金沢支社
プロダクト事業本部

㈱アクロスソリューションズ　取締役
STS Innovation,Inc.　Director・CFO
STS Innovation Canada Inc.　Director・CFO

取 締 役 森 田 直 幸 管理本部 なし

取 締 役
(常勤監査等委員) 高 井 健 司 －

㈱イーネットソリューションズ　監査役
㈱Ｔ４Ｃ　監査役
㈱ＳＴＳメディック　監査役
㈱アクロスソリューションズ　監査役

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 廣 﨑 邦 夫 指名・報酬諮問委員 ㈱中央設計技術研究所　理事

㈱白山瀬波　取締役事業本部長

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 麻 生 小 夜 指名・報酬諮問委員

金沢あおば法律事務所　所長
石川県信用保証協会　外部評価委員会委員
石川県土木部　公共事業評価監視委員会委員
国立大学法人金沢大学　金沢大学附属病院医療安全管理監査委員

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 坂 本 裕 子 指名・報酬諮問委員 坂本社会保険労務士事務所　所長

⑵ 会社役員の状況
① 取締役の状況（2023年６月30日現在）

（注）１. 取締役（監査等委員）廣﨑邦夫氏、取締役（監査等委員）麻生小夜氏及び取締役（監査等委員）坂本
裕子氏は、社外取締役であります。なお、当社は上記３名を東京証券取引所の定めに基づく独立役員
として指定し、同取引所に届け出ております。

２. 情報収集の充実を図り、内部監査部門等との十分な連携を通じて監査の実効性を高め、監査・監督機
能を強化するために、高井健司氏を常勤の監査等委員として選定しております。

３. 取締役（監査等委員）廣﨑邦夫氏は、金融機関での長年の業務経験があり、財務及び会計に関する相
当程度の知見を有するものであります。

４. 取締役（監査等委員）麻生小夜氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務及び法律に関する相当程
度の知見を有するものであります。

５. 取締役（監査等委員）坂本裕子氏は、特定社会保険労務士の資格を有しており、企業労務及び関連法
規に関する相当程度の知見を有するものであります。
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会社役員の状況、会計監査人の状況

区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数

（名）固定報酬 業績連動報酬 非金銭報酬

取締役（監査等委員を除く） 141 141 － － ４

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

30
（14）

30
（14）

－
（－）

－
（－）

４
（３）

合計
（うち社外取締役）

172
（14）

172
（14）

－
（－）

－
（－）

８
（３）

② 責任限定契約の内容の概要
当社は、業務執行取締役等であるものを除く取締役全員との間で、会社法第427条第１項の

規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該
契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に規定する最低責任限度額とし
ております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該取締役（業務執行取締役等であるも
のを除く。）が責任の原因となった職務の遂行について、善意でかつ重大な過失がないときに
限定されます。

③ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を

締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は当社取締役全員であり、被保険者は保険
料を負担しておりません。当該保険契約により、被保険者の職務執行に関して責任を負うこと
又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害が填補されること
になります。ただし、被保険者の職務執行の適正性が損なわれないようにするため、故意又は
重過失に起因する場合の損害は補償の対象としないこととしております。

④ 取締役の報酬等
イ．当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１. 取締役（監査等委員を除く）の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりま
せん。

２. 上記の固定報酬には、以下のものが含まれております。
当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額15百万円（取締役（監査等委員を除く）４名に対し
13百万円、取締役（監査等委員）１名に対し１百万円）

３. 社外取締役が親会社等又は親会社等の子会社等から受けた役員報酬等の総額
該当事項はありません。
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会社役員の状況、会計監査人の状況

ロ．取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、2016年９月26日開催の第37回定時株主総

会において、年額２億円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいており
ます。なお、当該定時株主総会終結時点の取締役（監査等委員を除く）の員数は４名であり
ます。

また、取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2016年９月26日開催の第37回定時株主総
会において、年額50百万円以内と決議いただいております。なお、当該定時株主総会終結
時点の取締役（監査等委員）の員数は３名であります。

ハ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等
当社は、2021年２月19日開催の取締役会において、取締役（監査等委員である取締役を

除く。以下、「取締役」という。）の個人別の報酬等に係る決定方針を決議しております。
当社の取締役の役員報酬等は、基本報酬と退職慰労金から構成される固定報酬のみと

しております。基本報酬は、業績及び役位・職責を考慮しながら総合的に勘案して決定
しております。また、退職慰労金は、「役員退職慰労金規程」に基づいて決定し、在任
各年の報酬月額と役位に応じて算出された一定額を毎年引き当て、退任時に支給するこ
ととしております。

取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決
定方法及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合しているこ
とを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

ニ．取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
取締役会は、代表取締役社長小清水良次に対し各取締役の個人別の基本報酬の具体的内容

の決定を委任しております。その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額の決定であり、委
任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ、各取締役の担当について評価を行うには代
表取締役社長が適していると判断したためであります。なお、委任された内容の決定にあた
っては、事前に指名・報酬諮問委員会がその妥当性等について確認することとしておりま
す。
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会社役員の状況、会計監査人の状況

区 分 氏 名 出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役
（監査等委員） 廣 﨑 邦 夫

当事業年度に開催された取締役会19回の全てに、また、監査等
委員会15回の全てに出席いたしました。

金融業界において要職を歴任された豊富な経験及び幅広い見識に
基づき、当社の経営全般に対して必要な発言などを行っており、社
外取締役に求められる役割・責務を十分に発揮しております。

また、指名・報酬諮問委員として、当事業年度に開催された委員
会６回全てに出席し、客観的・中立的な立場で当社の取締役候補者
の選定・指名および報酬決定プロセスにおける監督機能を担ってお
ります。

取 締 役
（監査等委員） 麻 生 小 夜

当事業年度に開催された取締役会19回の全てに、また、監査等
委員会15回の全てに出席いたしました。

弁護士としての経験及び専門的な見地に基づき、意思決定の妥当
性、適正性を確保するために必要な発言などを行っており、業務執
行の監督等に十分な役割・責務を果たしております。

また、指名・報酬諮問委員として、当事業年度に開催された委員
会６回全てに出席し、客観的・中立的な立場で当社の取締役候補者
の選定・指名および報酬決定プロセスにおける監督機能を担ってお
ります。

⑤ 社外役員に関する事項
イ. 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

取締役（監査等委員）廣﨑邦夫氏は、㈱中央設計技術研究所理事、㈱白山瀬波取締役事
業本部長であります。当社と各兼職先との間には特別の関係はありません。

取締役（監査等委員）麻生小夜氏は、金沢あおば法律事務所所長であります。当社と兼
職先との間には特別の関係はありません。

取締役（監査等委員）坂本裕子氏は、坂本社会保険労務士事務所所長であります。当社
と兼職先との間には特別の関係はありません。

ロ. 当事業年度における主な活動状況
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会社役員の状況、会計監査人の状況

区 分 氏 名 出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役
（監査等委員） 坂 本 裕 子

当事業年度に開催された取締役会19回の全てに、また、監査等
委員会15回の全てに出席いたしました。

特定社会保険労務士としての経験及び専門的な見地に基づき、働
き方改革や多様化するキャリア形成に対して必要な発言などを行っ
ており、業務執行の監督等に十分な役割・責務を果たしておりま
す。

また、指名・報酬諮問委員として、就任以降に開催された委員会
６回全てに出席し、客観的・中立的な立場で当社の取締役候補者の
選定・指名および報酬決定プロセスにおける監督機能を担っており
ます。

区　分 報 酬 等 の 額
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 23,500千円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 23,500千円

⑶ 会計監査人の状況
① 名称　　　　　　　　　　EY新日本有限責任監査法人
② 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠
等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等について同意の判
断をいたしました。

③ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある等、その必要があると判断した場合

は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると

認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場
合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、
会計監査人を解任した旨及び解任の理由を報告いたします。
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剰余金の配当等の決定に関する方針

３. 剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定した配当
を継続することに加え、業績、利益水準に応じて配当水準の向上を図ることを基本方針としており
ます。
内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、今まで以上にコス
ト競争力を高め、市場ニーズに応える技術・製造開発体制を強化し、さらには、グローバル戦略の
展開を図るために有効投資してまいりたいと考えております。
これらの方針に基づき、当事業年度の期末配当金につきましては、業績など総合的に検討いたし
ました結果、１株当たり17円とさせていただきます。なお、中間配当金１株当たり15円とあわせ
まして、年間配当金は前期より７円増配の１株当たり32円となります。
また、次期の１株当たり配当金は、中間配当金18円、期末配当金18円の年間36円を予定してお
ります。
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連結貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 　  産 　  の 　  部 ）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
契 約 資 産
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
の れ ん
リ ー ス 資 産
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
敷 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他　

7,139,941
3,568,978
47,018

2,736,311
466,140
41,076
25,611
3,050

252,583
△827

1,730,900
474,225
175,008
1,341
87,354
21,632
188,889
300,588
122,515
170,561
5,257
2,253

956,086
322,064
400,810
233,212　

（ 負 　  債 　  の 　  部 ）
流 動 負 債 3,872,054
買 掛 金 596,108
短 期 借 入 金 695,000
1年内返済予定の長期借入金 60,866
リ ー ス 債 務 52,376
未 払 金 404,966
未 払 費 用 1,135,718
未 払 法 人 税 等 235,660
賞 与 引 当 金 10,778
品 質 保 証 引 当 金 12,739
そ の 他 667,840

固 定 負 債 874,142
長 期 借 入 金 253,274
リ ー ス 債 務 146,348
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 260,754
退 職 給 付 に 係 る 負 債 197,617
そ の 他 16,148

負 債 合 計 4,746,197
（ 純 　 資 　 産 　 の 　 部 ）

株 主 資 本 4,177,860
資 本 金 723,323
資 本 剰 余 金 549,837
利 益 剰 余 金 2,923,524
自 己 株 式 △18,826

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 △53,215
為 替 換 算 調 整 勘 定 9,402
退 職 給 付 に 係 る 調 整 累 計 額 △62,617

純 資 産 合 計 4,124,644
資 産 合 計 8,870,841 負 債 純 資 産 合 計 8,870,841

連 結 貸 借 対 照 表
（2023年６月30日現在）

（単位：千円）

－ 34 －



2023/08/30 14:20:07 / 23002259_株式会社システムサポート_招集通知_電子提供措置用

連結損益計算書

( 2022年７月１日から2023年６月30日まで )
科 目 金 額

売 上 高 19,267,178
売 上 原 価 14,039,519
売 上 総 利 益 5,227,659
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,770,916
営 業 利 益 1,456,742
営 業 外 収 益
受 取 利 息 64
受 取 手 数 料 16,436
助 成 金 収 入 13,864
保 険 配 当 金 972
そ の 他 5,517 36,856

営 業 外 費 用
支 払 利 息 18,637
為 替 差 損 8,537
そ の 他 840 28,015

経 常 利 益 1,465,583
特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 325
減 損 損 失 34,803 35,128

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,430,454
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 423,553
法 人 税 等 調 整 額 △3,042 420,510
当 期 純 利 益 1,009,944
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,009,944

連 結 損 益 計 算 書

（単位：千円）
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貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 　  産 　  の 　  部 ）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
契 約 資 産
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
貯 蔵 品
前 渡 金
前 払 費 用
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
リ ー ス 資 産
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
関 係 会 社 株 式
出 資 金
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
敷 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

4,992,064
2,167,970
19,805

2,234,744
417,004
11,437
24,116
736
9,938
84,909
21,401

1,394,498
219,708
157,801

310
0

38,352
21,632
1,611

86,252
79,327
5,257
1,667

1,088,536
204,209
3,090

175,465
3,182

302,587
293,671
116,896
△10,566　

（ 負 　  債 　  の 　  部 ）
流 動 負 債 2,987,245
買 掛 金 405,942
短 期 借 入 金 660,000
リ ー ス 債 務 3,459
未 払 金 319,165
未 払 費 用 989,876
未 払 法 人 税 等 175,536
前 受 金 76,084
預 り 金 111,734
品 質 保 証 引 当 金 478
そ の 他 244,968

固 定 負 債 259,006
リ ー ス 債 務 3,687
退 職 給 付 引 当 金 80,395
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 174,544
そ の 他 378

負 債 合 計 3,246,252
（ 純 　 資 　 産 　 の 　 部 ）

株 主 資 本 3,140,310
資 本 金 723,323
資 本 剰 余 金 615,387
資 本 準 備 金 593,246
そ の 他 資 本 剰 余 金 22,141

利 益 剰 余 金 1,820,424
利 益 準 備 金 7,160
そ の 他 利 益 剰 余 金 1,813,264
繰 越 利 益 剰 余 金 1,813,264

自 己 株 式 △18,826
純 資 産 合 計 3,140,310

資 産 合 計 6,386,562 負 債 純 資 産 合 計 6,386,562

貸　借　対　照　表
（2023年６月30日現在）

（単位：千円）
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損益計算書

( 2022年７月１日から2023年６月30日まで )
科 目 金 額

売 上 高 15,032,129
売 上 原 価 11,102,522
売 上 総 利 益 3,929,606
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,877,798
営 業 利 益 1,051,808
営 業 外 収 益
受 取 利 息 4,617
受 取 配 当 金 6,355
受 取 手 数 料 16,436
助 成 金 収 入 13,464
保 険 配 当 金 972
そ の 他 4,115 45,961

営 業 外 費 用
支 払 利 息 9,266
為 替 差 損 7,167
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 10,566
そ の 他 624 27,624

経 常 利 益 1,070,145
特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 325
減 損 損 失 34,803 35,128

税 引 前 当 期 純 利 益 1,035,016
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 297,063
法 人 税 等 調 整 額 △10,053 287,009
当 期 純 利 益 748,007

損　益　計　算　書

（単位：千円）
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会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2023年８月23日

株式会社システムサポート
取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
金　 沢　 事　 務　 所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 三 宅 孝 典
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 仲 下 寛 司

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社システムサポートの2022年７月１日から2023年６月
30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及
び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株
式会社システムサポート及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全
ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ
る当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国にお
ける職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の
責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示するこ
とにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執
行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の
記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載
内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、
そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告
することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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会計監査報告

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正
に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるか
どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示
する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明
することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利
用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と
しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及
び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基
づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか
結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記
事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書
類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証
拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している
かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎とな
る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を
入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査
意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要
な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに
監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講
じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上

－ 39 －



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

2023/08/30 14:20:07 / 23002259_株式会社システムサポート_招集通知_電子提供措置用

会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2023年８月23日

株式会社システムサポート
取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
金　 沢　 事　 務　 所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 三 宅 孝 典
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 仲 下 寛 司

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社システムサポートの2022年７月１日から2023
年６月30日までの第44期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注
記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該
計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ
る当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ
る職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示するこ
とにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執
行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記
載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内
容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、その
ような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告
することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告

－ 40 －
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどう
かを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する
必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の
意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と
しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及
び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結
論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項
に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対し
て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ
いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか
どうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引
や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要
な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに
監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講
じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、2022年７月１日から2023年６月30日までの第44期事業年度における取
締役の職務の執行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたしま
す。

１. 監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会
決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締
役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明
を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。
① 監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準、監査の方針、監査計画に従い、重要な会
議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に
応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、内部監査部門と連携の上、本社及び主要
な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子
会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、重要な会議に出席し、業務及び財産の
状況を調査し、必要に応じて事業の報告を受けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めま
した。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計
算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ
いて検討いたしました。

監査等委員会の監査報告
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監査等委員会の監査報告

２. 監査の結果
⑴ 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該
内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指
摘すべき事項は認められません。

⑵ 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
⑶ 連結計算書類の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年８月23日
株式会社システムサポート　監査等委員会
常勤監査等委員 高 井 健 司 ㊞
監 査 等 委 員 廣 﨑 邦 夫 ㊞
監 査 等 委 員 麻 生 小 夜 ㊞
監 査 等 委 員 坂 本 裕 子 ㊞

　

（注）監査等委員の廣﨑邦夫、麻生小夜及び坂本裕子は、会社法第２条第15号及び第331条第６
項に定める社外取締役であります。

以　上
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ホームページ紹介

当社IRページでは経営計画や財務情報、株式情報等、
株主・投資家の皆様向けの情報をご覧いただけます。

https://www.sts-inc.co.jp/ir/index.html

株主メモ（株式のご案内）

システムサポート　IR 検索

事 業 年 度 毎年７月１日から翌年６月30日まで

定 時 株 主 総 会 毎年９月開催

基 準 日 定時株主総会 毎年６月30日
期末配当金 毎年６月30日
中間配当金 毎年12月31日
その他必要があるときは、あらかじめ公告して定めた日

株主名簿管理人
事 務 取 扱 場 所

大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

郵 便 物 送 付 先 〒168－0063
東京都杉並区和泉二丁目８番４号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

電 話 照 会 先 フリーダイヤル　0120（782）031
受付時間　９：00～17：00（土日休日を除く）

(インターネットホームページURL ) https://www.smtb.jp/personal/procedure/agency/

公 告 の 方 法 当社のホームページに掲載する。
https://www.sts-inc.co.jp/
但し、電子公告を行うことができない事
故その他やむを得ない事由が生じたとき
は、日本経済新聞に掲載して公告する。

上場証券取引所 東京証券取引所

⃝株式に関する住所変更等のお届出及びご照会について ⃝特別口座について
証券会社に口座を開設されている株主様は、住所変更等のお届出
及びご照会は、口座のある証券会社宛にお願いいたします。証券
会社に口座を開設されていない株主様は、上記の電話照会先にご
連絡をお願いいたします。

株券電子化前に「ほふり」（株式会社証券保管振替機構）を利用
されていなかった株主様には、株主名簿管理人である上記の三井
住友信託銀行株式会社に口座（特別口座といいます。）を開設し
ております。特別口座についてのご照会及び住所変更等のお届出
は、上記の電話照会先にお願いいたします。

2023/08/30 14:20:07 / 23002259_株式会社システムサポート_招集通知_電子提供措置用

株主メモ

－ 44 －



Company History
1980 年
株式会社システムサポート設立
1984 年

1987 年

名古屋営業所（現：名古屋支社）を開設

東京営業所（現：東京支社）を開設

2000 年
• 石川ベンチャー大賞
「奨励賞」を受賞
• 株式会社イーネットソリューションズ
を出資設立

2004 年
• 日本オラクル株式会社と
Oracle EBSテクニカルパートナー契約を締結
• 大阪支店（現：大阪支社）を開設

2005 年
建築業向け工事情報管理システム
『建て役者®』の販売を開始

2009 年

2011 年

株式会社STSメディックを出資設立

SAPジャパン株式会社と
SAPサービス・パートナー契約を締結

2010 年
株式会社T4Cの株式を取得し子会社化

2013 年
• 米国カリフォルニア州に
STS Innovation,Inc.を出資設立
• アマゾンジャパン株式会社と
APNコンサルティングパートナー
契約を締結

2012 年
株式会社アクロスソリューションズ
の株式を取得し子会社化

「企業向けChatGPT導入支援サービス」提供開始Close Up

　当社は2023年５月より、Azure OpenAI Service※を活用した「企業
向けChatGPT導入支援サービス」の提供を開始しました。
　このサービスでは、マイクロソフトのクラウドであるMicrosoft Azure
環境上に、各ユーザー企業独自のChatGPT環境を構築します。OpenAI
により無料公開されているChatGPTとは異なり、Microsoft Azureの 
高度なセキュリティで保護されているため、入力された文章などがAIの
学習に使われることはなく、堅牢な環境でChatGPTが利用できます。
　当社は、これまで培ってきたMicrosoft Azureの実績と経験、及び独自に
検証を進めてきたOpenAI及びAzure OpenAI Serviceの技術に基づき、コ
ンサルティングや開発、運用保守まで一貫してサポートし、ユーザー企業におけるスムーズな導入を支援してまいります。

企業向けChatGPT導入支援サービスについて：https://www.sts-inc.co.jp/news/20230705_01.html

※�Azure OpenAI Service とは、人工知能（AI）の開発を行う団体であるOpenAIのChatGPT等の技術を、マイクロソフトが企業向けに提供する 
サービスです。

2015 年
• �ServiceNow Nederland 
B.V.とパートナー基本契約
を締結
• 株式会社T4C及び株式会社
アクロスソリューションズ
の株式を追加取得し完全 
子会社化
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　当社は、2023年７月より、飲食店向け食材 
在庫予測システム「Smart Rabbit（スマート 
ラビット）」の提供を開始しました。
　「Smart Rabbit」は、独自のロジックで飲食
店の食材の消費量を予測して発注量を決定し、 
自動で発注するシステムです。人の経験や勘に
頼りがちな食材発注業務の効率化や、飲食店の
課題とされる２つのロス（食品ロス（過剰在庫
による食材廃棄）・機会ロス（在庫不足による
売り切れ））の減少を目指し、「J.S. BURGERS 
CAFE」等の飲食店を多数展開する株式会社ベイクルーズと共同開発しました。
　当社は、今後もこのようなオリジナルシステム等の開発を通じて、ユーザー企業の業務改善に貢献してまいります。

飲食店向け食材在庫予測システム「Smart Rabbit」を開発、食品ロス・機会ロス減少を目指す

2016 年
• カナダ バンクーバーにSTS Innovation Canada Inc.を出資設立
• クラウド型シフト管理システム『SHIFTEE®』の

販売を開始

2018 年

2020 年

• 東京証券取引所 マザーズ市場に上場

• �金沢市、日本マイクロソフト株式会社、
STSの三者
でクラウド
を活用した
連携協定を
締結

• �持込機器のセキュリティチェックシステム
『PC検疫 けんちくん®』の販売を開始

2017 年
音声による操作・入力を可能にするソフト『Voicetant 
Writer®』『Voicetant Recorder®』の販売を開始

• 勤怠・作業管理システム『就業役者®』の販売を開始

2019 年
東京証券取引所 市場第一部
に上場市場を変更

飲食店向け食材在庫 
予測システム「Smart 
Rabbit」の販売を開始

2021 年

2022 年

• �Automation Anywhere, Inc.と業務委託
基本契約を締結

• �東京証券取引所  
プライム市 場に 
上場市場を移行

• �Celonis株式会社
とパートナー契約
を締結

2023 年

• �Google Cloud Japan G.Kとパートナー
契約を締結

Smart Rabbit公式サイト：https://smart-rabbit-lp.com/
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会場付近拡大図

株 主 総 会 会 場 の ご 案 内

〒920－0853 石川県金沢市本町１丁目５番２号リファーレ９階
電話 076-265-5151（代表）

この招集ご通知は、環境に配慮し、ベジタブルインキを使用しています。https://www.sts-inc.co.jp

開 催
日 時

2023年９月27日（水曜日）
午前10時（受付開始：午前９時30分）

開 催
場 所

石川県金沢市尾山町10番５号

石川県文教会館１階ホール

交 通
手 段

JR金沢駅、兼六園口（東口）側から

バ　　ス …… 香林坊方面のバスを利用し、
南町・尾山神社バス停下車
徒歩約２分

タクシー …… 約15分（金沢市香林坊の教
育会館とは違いますのでご
注意下さい）

（注）会場には駐車スペースがございません。お車での
ご来場はご遠慮下さい。

2023/08/30 14:20:07 / 23002259_株式会社システムサポート_招集通知_電子提供措置用

裏表紙


	表紙
	社是／目次／株主の皆様へ
	主要サービス概要
	招集ご通知
	議決権行使のご案内

	株主総会参考書類
	剰余金処分議案
	定款一部変更議案
	監査等委員でない取締役の選任議案
	監査等委員である取締役選任議案
	スキル･マトリックス
	独立性判断基準

	事業報告
	企業集団の現況
	当事業年度の事業の状況
	直前３事業年度の財産及び損益の状況
	重要な親会社及び子会社の状況
	対処すべき課題
	主要な事業内容
	主要な営業所及び工場
	使用人の状況
	主要な借入先の状況
	その他企業集団の現況に関する重要な事項

	会社の現況
	株式の状況
	会社役員の状況
	会計監査人の状況

	剰余金の配当等の決定に関する方針

	計算書類
	連結計算書類
	連結貸借対照表
	連結損益計算書

	計算書類
	貸借対照表
	損益計算書


	監査報告
	会計監査報告
	監査等委員会の監査報告

	株主メモ
	CompanyHistory
	裏表紙

